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	総務省が「チェック・オフに関する緊急自己点検」を指示


４月９日、総務省は「チェック・オフに関する緊急自己点検について」とする文書を発しました。
　すべての都道府県及び市区町村を対象に、法律に基づくもの以外にチェック・オフを行っている実態があるか、当該実態がある場合には、地方公務員法第25条第２項の規定に基づく条例に根拠規定があるかを点検し、点検結果を４月23日までに報告することを求めるものです。さらに、点検の結果、条例の根拠なくチェック･オフを行っている実態がある場合には、是正のための措置及び是正の時期（予定）の報告も求めています。
今回の点検は、３月23日、自由民主党の磯崎委員が、参議院総務委員会で自治体における労働組合費のチェック・オフを取り上げて以下の通り、質問・要請したことに端を発しています。
「いくつか自民党でサンプル調査をしてみました。そうしたら、サンプルですので全国を調べたわけではありませんが、ほとんどの団体で、かなりの団体で労働組合費のチェック・オフは行われておりますが、条例のある団体が少ないということが逆に分かってまいりました。そうなりますと、これは非常に問題があろうかと思うんですね。かなりの違法状態が我々のサンプル調査でも見られますので、是非総務省でご調査をお願いしたいという質問をしておるんでありますが、調査していただけないんでしょうか」
これを受けて、総務省公務員部は、当初、一部の都道府県に対して、県内市町村にかかわる「チェック・オフに関する確認調査について」とする照会を発しましたが、その後、対象を全都道府県及び市町村に拡大しました。　
　
自治労は対策の基本として、チェック・オフを行っている単組で根拠規程があいまいな場合は、少なくとも適用法（地公労法・地公法）に沿った対策をすすめるよう取り組んでいかなければならないと考えていますが、政治的な状況からチェック･オフを可能とするための条例改正の議会における議決が困難な自治体もあると想定されますので各単組の実態にそった対策については、別途、道本部と協議をしながらすすめることとします。

各地方本部においては、管内単組の実態を把握するとともに適用法にそった対策をすすめるようお願いします。
《解説：チェック・オフ》
１．チェック・オフとは、地方自治体の会計機関が、職員に支払う給与の一部を職員本人への支払い前に控除（天引き）することです。
　組合費にかぎらず、使用者による給与からのチェック・オフについては、非現業職員については、地方公務員法第25条第2項で、現業・公企職員については、労働基準法第24条で、①通貨で、②直接、③全額を、その職員に支払うことが定められています。
これは給与支払いの三原則といわれ、職員にとって重要な権利であり、本来、使用者が勝手に給与の一部を減額して支給することは許されません。
　しかし、例外的に、非現業職員の場合は、「法律又は条例により特に認められた場合」、現業・公企職員の場合は、「法令に別段の定めがある場合又は当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定がある場合においては、賃金の一部を控除して支払うことができる。」とされ、一定の手続きを経ることにより認められています。
　この例外規定による法律・法令に基づくチェック・オフとして、給与から所得税、住民税、共済組合の掛金等の天引きが可能となっています。
　また、組合費のチェック・オフについては、非現業職員の場合は、条例で定めることが必要となります。現業・公企職員の場合は、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合と書面協定を結ぶことなどにより、チェック・オフが可能となります。

２．現行法令
①非現業職員の場合 

	【地方公務員法】
(給与に関する条例及び給料額の決定)　第二十五条　
　職員の給与は、前条第六項の規定による給与に関する条例に基いて支給されなければならず、又、これに基かずには、いかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならない。
　２　職員の給与は、法律又は条例により特に認められた場合を除き、通貨で、直接職員に、その全額を支払わなければならない。（以下、省略）



②現業・公企職員の場合 

	【労働基準法】
(賃金の支払)　第二十四条
　賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない。ただし、法令若しくは労働協約に別段の定めがある場合又は厚生労働省令で定める賃金について確実な支払の方法で厚生労働省令で定めるものによる場合においては、通貨以外のもので支払い、また、法令に別段の定めがある場合又は当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定がある場合においては、賃金の一部を控除して支払うことができる。（以下、省略）


